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 はじめに 

 

全国的にいじめや虐待、子どもの巻き込まれる事件や事故などが多発しているほか、７人

に１人の子どもが「相対的貧困」状態にあると言われているなど、子どもを取り巻く環境は

非常に厳しい状況にあります。 

このような状況において、子どもの権利の原則を再確認し、子育て支援施策に“子どもの

視点”（親や大人の都合優先ではなく、子どもの最善の利益を確保するという視点）を加えて

いくこと、また、子どもの権利擁護や子どもの健やかな成長に資する取組の充実を図ること

で、本市の子ども・子育て支援の取組を一歩進めるとともに、その理念を子どもに関わる市

民全体で共有し、みんなで子どもを見守り、育んでいくことをめざし、この条例を制定しま

した。 

条例の内容は、四街道市子ども・子育て会議や、当会議が設置した、学識経験者、子ども

に関わる活動に携わる方や公募市民などで構成する（仮称）子ども条例検討部会において、

検討を重ねて作成したものであり、条例の対象である子どもたちにも読んでもらいたいとい

う思いから、親しみやすく読みやすいものとなるよう、文章の表現や量に配慮しました。 

また、条例の名称は、子どもを対象に行ったアンケートで、「どんな四街道市に住みたいか」

という設問に対して、「みんな」や「笑顔」というフレーズを含む回答が多く寄せられたこと

を踏まえ、（仮称）子ども条例検討部会委員からご提案いただいたものです。 

 この解説は、条例の制定過程における子ども・子育て会議でのご意見や、市民の皆様から

のご意見などを踏まえ、市や市民の皆様が本条例や子どもの権利に対する理解を深める一助

となり、子どもの健やかな成長のための取組がより効果的に推進されるよう期待して作成し

ました。 

 すべての子どもたちが笑顔で健やかに成長できる四街道市を実現していくため、ご理解と

ご協力を賜りますようお願いいたします。 
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（前文） 

 あなたたち子どもは、一人ひとりがかけがえのない存在であり、差別されることなく大切

にされます。 

あなたたちは、平和で安全な環境のなかで、心もからだも健康に、夢や希望を持って自分

らしく成長することができます。 

あなたたちは、自由に自分の意見を表すことができます。わたしたち大人は、その意見を

受け止め、大切にします。 

 わたしたちは、子どもに関するあらゆる活動について、あなたたち子どもにとって何が最

も良いことなのかを考えます。 

わたしたちは、未来を担うあなたたちと一緒に家庭、学校、地域などをつくっていきます。 

わたしたちは、お互いに協力してあなたたちの成長を支えていくことを約束し、国が結ん

だ「児童の権利に関する条約」を踏まえて、この条例を定めます。 

 

【解説】 

◆前文では、基本的な考え方（基本理念）として、子どもの権利が守られること、子どもに

関わる人たちが協力して子どもの成長を支えていくことを、子どもたちへのメッセージと

大人たちの決意として表現しています。 

◆前半の４段落は、子どもの権利条約に謳われている４つの一般原則を表しています。 

・すべての子どもは、子ども自身や親の人種、性別、意見、障がい、経済状況などどんな

理由でも差別されず、条約の定めるすべての権利が保障されること。（子どもの権利条約

第２条） 

・すべての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長できるよう、

医療、教育、生活への支援などを受けることが保障されること。（同第６条） 

・子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、おとなはその意

見を子どもの発達に応じて十分に考慮すること。（同第 12条） 

・子どもに関することが行われるときは、「子どもにとって最も良いこと」を第一に考える

こと。（同第３条） 

◆後半の２段落は、大人たちの決意として、未来を担う子どもの成長を支えることは未来の

まちづくりに繋がることであることを認識し、子どもを社会の一員と捉えて、一緒に家庭、

学校、地域などをつくっていくことを表しています。 

また、子どもに関わる様々な主体は、自らの責任や役割を自覚し、お互いに協力して子ど

もの成長を支えること約束し、国が平成６年に批准した「児童の権利に関する条例（子ど

もの権利条約）」を踏まえて、この条例を定めたことを表しています。 
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第 1章 基本となる事項 

 

条例の目的、言葉の定義、市や市民などの役割を定めています。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、子どもが健やかに育つことができるよう、子どもに関わる人たちや市

の役割などを定めて、みんなで子どもの成長を支えていくことを目的とします。 

 

【解説】 

◆子どもはどのような存在なのか、子どもが健やかに成長するためには何が必要なのかを考

え、子どもに関わる人たちや市が、自らの責任と役割を自覚し、みんなで子どもの成長を

支えていくことが本条例を制定する目的です。 

◆「みんなで」には、市のほか、子どもの保護者や家族、地域住民、市民活動団体や事業者、

学校などの子どもが育ち、学ぶための施設の関係者など、子どもに関わるすべての人が含

まれます。本市がこれまで進めてきた、市民が主体的に市政に参加・協働する「みんなで

地域づくり」をはじめとする取組を活かして、子どもの成長を支えていくことを表してい

ます。 
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（言葉の意味） 

第２条 この条例で使う言葉の意味は、次のとおりとします。 

（１）子ども おおむね 18歳未満の人をいいます。 

（２）保護者 親など子どもを養育する人をいいます。 

（３）地域住民 市内に住む人、市内で働いたり、学んだりする人、市内で活動する人や団

体をいいます。 

（４）学校など 学校、認定こども園、幼稚園や保育所などをいいます。 

 

【解説】 

◆条例に用いられる言葉である「子ども」「保護者」「地域住民」「学校など」を定義していま

す。 

◆「子ども」の定義は、子どもの権利条約や児童福祉法では 18歳未満の者とされており、民

法の成年年齢も 18歳に引き下げられることなどから、基本的には「18歳未満」とします。

しかしながら、子ども・子育て支援法では、「18歳に達する日以後の最初の３月 31日まで

の間にある者」とされているなど法律においても定義が異なることや、18歳は高校３年生

の年齢であり、実質的に親の保護を受けていることも多いことなどを考慮し、18歳以上で

あっても、18歳未満の子どもと同等に扱うことが適当である人を含めることが妥当である

ことから、「おおむね 18歳未満」とします。 

◆「保護者」の定義は、子どもの親や、親に代わって養育する者とします。親に代わって養

育する者には、未成年後見人や里親、未成年の親に代わって子どもを養育する祖父母など

が該当します。 

◆「地域住民」の定義は、市内在住の者のほか、市内に通勤・通学する者、市内で活動して

いる個人や団体とします。 

◆「学校など」の定義は、学校教育法に定める幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支

援学校、専修学校、各種学校、就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推

進に関する法律に規定されている認定こども園、児童福祉法に規定されている保育所、児

童養護施設、児童厚生施設、こどもルーム等のほか、民間が運営するものも含め、広く子

どもが育ち、学ぶための場を提供するものとします。 
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（市民などの役割） 

第３条 子どもの保護者や家族は、子どもが健やかに育つことに対して、最も大きな責任が

あることを自覚し、子どもと向き合い、子どもの気持ちに寄り添い、深い愛情をもって子

どもを守り育て、子どもが社会の中で生きていくために必要な力を養うことができるよう

な家庭環境をつくるものとします。 

２ 地域住民は、みんなで子どもの成長を見守り、支えることの大切さを認識し、子どもが

健やかに育つよう協力するものとします。 

３ 事業者は、子どもの保護者や家庭にとって子育てしやすい環境をつくるよう努めるもの

とします。 

４ すべての市民などは、未来の親たちが希望をもって、安心して親になれるようなあたた

かい地域をつくるよう努めるものとします。 

 

【解説】 

◆子どもが健やかに育つことができるために、「子どもの保護者や家族」「地域住民」「事業者」

「すべての市民など」の役割を定めています。 

◆子どもの権利条約（第 18条）や児童福祉法（第２条）では、子どもの保護者は、子どもの

養育や発達について第一義的責任を負うことが規定されています。子どもを取り巻く環境

は厳しく、様々な困難がある中、保護者は自らの責任を自覚する必要があります。 

◆子どもは、保護者の深い愛情を受け、自分が大切にされているという安心感や自己肯定感

を育んでいきます。子どもの保護者は、子どもとの触れ合いを大切にし、年齢や発達に応

じた適切な養育を行わなければなりません。 

◆同時に、保護者は子どもが社会の中で自立して生きていくために必要な規範意識や基本的

な生活習慣などを身につけることができるような家庭環境をつくることが必要です。 

◆祖父母やきょうだいなどの家族も保護者と同じように子どもの成長に対する責任を認識し、

保護者とともに子どもが安らぎを感じられる家庭を築くものとします。 

◆子どもは、親や学校の先生など以外の大人との関わりの中で、自己肯定感や豊かな人間性

を育んでいきます。また、犯罪、いじめ、虐待などから守り、子どもたちが安心して過ご

すことができる地域づくりに地域住民の協力は欠かせません。 

◆核家族化が進むなか、地域住民の役割は大きくなっています。子育てに悩む保護者や家庭

が孤立することがないよう、地域住民は子どもとその保護者や家庭をまるごと温かく包み

込む存在となり、子どもの健やかな成長のために協力するものとします。 

◆事業者は事業活動を行う全ての人や団体を指しています。事業者は雇用する人が仕事と子

育てを両立できるように、育児休業などの制度の整備やその制度を利用しやすい職場風土

づくりなど労働環境を整えるよう努めるものとします。 

◆「すべての市民など」には、「子どもの保護者や家族」「地域住民」「事業者」が含まれます。 

◆安心して子どもを産み育てることができるあたたかい地域をつくっていくことは、これか

ら子どもを産み、育てていく若い世代に対する応援メッセージとなります。また、そのこ

とは、未来を生きる子どもたちの健やかな成長につながっていきます。 
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（学校などの役割） 

第４条 学校などは、子どもが友だちとの交流や様々な経験、学びを通じて、豊かな心と思

いやりのある人間性を持ち、たくましく成長できる場となるよう努めるものとします。 

２ 学校などは、子ども一人ひとりが、安心して育ち、学ぶことができる環境をつくるよう

努めるものとします。 

 

【解説】 

◆子どもが健やかに育つことができるように、「学校など」の役割を定めています。 

◆学校などは、子どもが長い時間を過ごす場であり、子どもの成長に大きな役割を担ってい

ます。 

◆すべての子どもが大切にされ、健やかに成長するためには、一人ひとり違いはあっても、

他者にも自分と同様に人格があり、大切にされなくてはならないことを子ども自身が理解

する必要があります。 

◆学校などは、子どもが他者との交流や様々な経験、学習などから、豊かな感性や他者を思

いやる心を育み、困難な状況においても、他者と協力し、自己肯定感を持って、たくまし

く未来を切り拓く力を養えるよう努めるものとします。 

◆学校などは、子どもやその家庭に目を配り、市などの関係機関と連携を図りながら、いじ

めや虐待などから子どもを守り、子ども一人ひとりが大切にされ、安心して過ごすことが

できるための環境づくりに努めるものとします。 

 

 

 

（市の役割） 

第５条 市は、子どもに関わる人たちと協力しながら、次章に掲げる基本的な取組その他必

要な取組を計画的に行います。 

 

【解説】 

◆子どもが健やかに育つことができるために、市の役割を定めています。 

◆市は、子どもに関わる様々な主体と協力し、調整を図りながら、「こどもプラン」などの子

ども・子育て施策に関する計画を策定し、総合的かつ計画的に次章に掲げる基本的な取組

やその他必要な取組を推進します。 
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第 2章 市が行う基本的な取組 

 

子どもが健やかに育つことができるために、市が行う基本的な取組を定めています。 

 

（子どもの意見表明や参加） 

第６条 市は、子どもが自分の意見を表す機会や子どもがまちづくりや地域活動に参加でき

る機会をつくるとともに、子どもが主体的に行う活動を支援します。 

 

【解説】 

◆子どもの意見表明とその尊重は、子どもの権利条約でも一般原則の１つに掲げられていま

す。 

◆市民参加条例では、市民参加できる市民に年齢制限を設けていませんので、制度上、子ど

もであっても自分の意見を表すことができます。 

◆市が行う子どもや子育てに関する施策に“子どもの視点”を活かすことは、子どもの最善

の利益を確保する観点で重要であることから、市は、子どもに関わる施策を行う場合には、

子どもの年齢や発達に応じて聴取する方法を工夫し、子どもの思いや考えを意見として取

り入れることができるよう努めます。 

（例）こどもプラン策定に際する子どもからの意見聴取（アンケート、ワークショップなど） 

◆市は、子どもや子育てに関する施策を行う場合に限らず、様々な機会を通じて子どもの思

いや考えを聴くように努めます。 

（例）市長と教育長とのランチトーク 

   中学生議会 

◆子どもを大人に守られるだけの存在としてではなく、社会の一員として捉え、まちづくり

や地域活動への参加を促進することは、子どもの自立と社会性を育み、一人の人間として

成長していくことに寄与することから、市は子どもが主体的に行う活動を支援します。 

（例）みんなで地域づくり事業提案制度（コラボ四街道）U19 
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（子どもの安全と健康） 

第７条 市は、子どもが安全で良好な環境のなかで、心もからだも健康に生活できるよう努

めます。 

 

◆子どもには、命が大切に守られ、平和で安全な環境のなかで、心身ともに健康に成長・発

達できる権利があります。また、子どもを対象としたアンケートでは、「平和で犯罪や事故

のない安全な四街道市に住みたい」という意見が多く寄せられました。 

◆全国的には子どもが巻き込まれる事件や事故が多発しています。また、最近はスマートフ

ォンの普及に伴い、インターネットや SNSを介した事件も発生しています。 

◆市は、子どもの心身の健康維持・増進に取り組むとともに、子どもが事故や犯罪に巻き込

まれることなく、安全で良好な環境のなかで生活できるように努めます。 

（例）通学路上を含む市内に設置している防犯カメラの効果的な運用 

   情報モラル教育の充実強化 

 

 

 

（虐待やいじめへの対応） 

第８条 市は、子どもが虐待やいじめなどを受けることがないよう、予防や早期発見に努め

ます。 

２ 市は、子どもが虐待やいじめにあったことを知ったときは、子どもを守るために適切に

対応します。 

 

◆虐待やいじめは著しい人権侵害であり、子どもの心身の成長や人格形成に重大な影響を与

えるだけでなく、場合によっては生命又は身体に危険を及ぼす、決して許されない行為で

す。 

◆虐待に関しては、国は「児童虐待の防止等に関する法律」を制定し、児童虐待を定義、禁

止するとともに、国や地方公共団体の責務についても規定しました。 

◆市は、児童虐待の予防や早期発見に努めるとともに、通告等により虐待が確認された場合

には、迅速かつ適切に対応していますが、全国的に虐待による悲惨な事件が繰り返される

状況があることから、更なる対応強化を図っていきます。 

（例）子ども家庭総合支援拠点の整備に向けた取組 

◆いじめに関しては、市は「四街道市いじめ防止対策推進条例」を制定し、いじめ防止及び

早期発見などいじめ防止対策を総合的に推進しています。 
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（子どもの居場所） 

第９条 市は、子どもが安心して過ごし、遊んだり、活動したりできる場所や、困ったとき

や助けが必要なときに相談できる場所をつくります。 

 

◆子どもには、安心して過ごすことができ、休息ができ、ありのままの自分でいられて、思

い思いに自由に過ごしたり、活動したりできる居場所が必要です。 

◆子どもの居場所は、子どもがそこでの活動や友だち、周囲の大人との関わりのなかで、主

体性や社会性、自己肯定感などを養うことができる場であるとともに、困ったり、迷った

り、助けが必要な時の拠りどころにもなります。 

◆市は、放課後や休日の子どもの居場所づくりに取り組むとともに、子どもが困ったときや

助けが必要なときに相談しやすい体制整備に取り組みます。 

（例）こどもルームや放課後子ども教室、児童センターやプレーパークなどの放課後や休日

の子どもの居場所づくり 

地区社会福祉協議会や市民活動団体などによる子どもの居場所づくりの支援 

青少年育成センターや教育サポート室などの相談しやすい体制整備 

 

 

 

（子どもの貧困対策） 

第 10 条 市は、生まれ育った環境に左右されず、すべての子どもが夢や希望を持って成長

できるよう、子どもの貧困対策に取り組みます。 

 

◆「子どもの貧困対策の推進に関する法律」には、子どもの権利条約の精神にのっとり子ど

もの貧困対策を推進することが明記されており、地方公共団体には、国と協力して地域の

状況に応じた施策を実施する責任があります。 

◆貧困は、子どもの成長や発達に必要な食事、医療、教育などを十分に受けることができな

いなど、それ自体が子どもの権利を阻害する（生まれ育った）「環境」の問題であると考え

ます。 

◆貧困の背景に様々な社会的要因があることを踏まえ、多様な視点から総合的に取り組んで

いく必要があるため、市は、子どもや保護者の生活実態の把握に努め、関係部署のほか、

地区の社会福祉協議会や市民活動団体などの取組とも連携して、子どもの貧困対策に取り

組みます。 
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（子どもに関わる人たちへの支援） 

第 11 条 市は、みんなで子どもの成長を支えていく地域となるよう、子どもに関わる人た

ちを支援します。 

 

◆保護者や家族には、子どもの健やかな成長に対して大きな責任があります。その一方、子

どもを取り巻く環境は非常に複雑、多様化しており、保護者や家族だけでは解決すること

が難しい問題もあります。 

◆また、核家族化など家族構成の変化や地域コミュニティとの関係の希薄化などにより、保

護者や家庭が孤立しやすい状況があります。 

◆市は、保護者や家族が安心して子育てができるよう、情報提供や相談・助言、保育サービ

スの充実や子育て家庭同士の交流の促進など必要な支援を行います。 

（例）子育てコンシェルジュ、子育て情報ブックすくすく 

   児童センターでの子育て支援事業の充実、子育てサロンへの支援 

   パパ・ママルームの開催 

◆市内では、地域で子どもの成長を支えようとする様々な活動が展開されています。市は、

そのような地域住民等による主体的な活動を支援します。 

（例）みんなで地域づくり事業提案制度（コラボ四街道） 

◆市は、子どもが長い時間を過ごす学校などの場所で子どもに関わる教諭や保育士などが、

子どもの成長のために自分の役割を果たすことができるよう、必要な支援をします。 

 

 

 

（普及） 

第 12条 市は、この条例の内容や子どもの権利の大切さを広めるよう努めます。 

 

◆市は、条例の内容や子どもの権利について、子どもを含む市民が学び、理解を深め、この

条例の目的が達成されるよう、周知啓発に努めます。 

◆子どもに対しては、この条例のメッセージが伝わり、自分が大切にされ、守られているこ

とが実感でき、自尊感情の醸成につながるよう、また、同時に他者も同じように大切にさ

れる存在であることを知り、他者を思いやる心が育まれるよう、わかりやすい周知に努め

ます。 

◆本条例の施行日は５月５日「こどもの日」としており、毎年この日から１週間が「児童福

祉週間」に位置づけられていることから、毎年この時期に合わせて継続的に啓発活動を実

施していきます。 


